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款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 １ 保健衛生総務費 

事 務 事 業 名 母子保健事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 7,747,842 3,377,000 683,972  2,000,000 1,686,870

Ｒ４ 12,106,454 5,492,000 1,053,037  2,000,000 3,561,417

増減 △4,358,612 △2,115,000 △369,065   △1,874,547

事 業 目 的  

妊婦から乳幼児までの一貫した母子保健サービスを実施することで、妊婦、乳幼児の健康の保持増進を図

ることや母性・父性が育まれ、乳幼児が心身ともに健やかに育つよう支援する。 

事業内容及び成果  

各種事業を実施し、個々に合った育児指導や適切な情報を提供することにより、妊婦、乳幼児の健康の保

持増進が図られた。 

 妊婦一般健康診査実施状況 委託料2,569,820円（500,870円減） 

区     分 人  員 

妊婦一般健康診査 委託料1,594,620円（368,370円減） 延390人（75人減） 

超音波検査    委託料  975,200円（132,500円減） 延184人（25人減） 

 母子健康手帳交付状況 31人（13人減） 

 乳児健康診査実施状況 委託料264,000円（±０円） 

区     分 人  員 

３・４か月児健康診査 年６回（±０回） 33人（３人増） 

１歳６か月児健康診査 年６回（±０回） 38人（２人減） 

３歳児健康診査    年６回（±０回） 33人（18人減） 

 スポットビジョンスクリーナーによる屈折検査実施状況 

区     分 人  員 

３歳児健康診査 33人（18人減） 

５歳児健康相談 57人（21人増） 

 健康相談実施状況 

区     分 人  員 

乳幼児等個別健康相談 延212人（４人増） 

７・８か月児健康相談 年６回（±０回） 29人（４人減） 

５歳児健康相談    年７回（１回増）  57人（21人増） 

 家庭訪問実施状況 

区     分 人  員 

妊婦の保健指導 ２人（２人増） 

産婦の保健指導  延30人（７人減） 

新生児・未熟児の保健指導 延35人（９人増） 

乳幼児の保健指導 延46人（１人減） 
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 栄養指導実施状況 

区     分 人  員 

乳幼児 100人（51人増） 

妊産婦 13人（３人増） 

 妊産婦安心出産支援事業  

   市外の産科医療機関へ妊婦一般健康診査の受診及び出産時の通院に係る交通費を助成 

   交通費助成人数 32人（11人減） 助成額 337,975円（116,436円減） 

 不妊治療費助成事業 

助成人数 ２人（±０人） 助成額 195,572円（20,978円減） 

産後ケア事業 

  利用者２人（皆増） 委託料 541,500円（皆増）  

 陣痛タクシー事業 

   陣痛が始まった妊婦を安全に医療機関まで移送することにより、出産に関する不安を解消し、安心 

して子どもを産み、育てることができる環境づくりを推進するため、市内タクシー運営会社と陣痛タ 

クシー事業の協定を締結して実施してきたが、協定を締結していた事業者が受け入れ困難となったた 

め、令和６年３月末で協定を解消した。 

   登録者 ０人（４人減） 利用者 ０人（±０人） 

 ４・５歳児歯科健診受診状況 

  受診者数 26人（±０人） 委託料 22,000円（±０円） 

 フッ素塗布実施状況 委託料 13,200円（±０円） 

種     別 人  員 

フッ素塗布 年18回（±０回） 延164人（21人減） 

 歯科衛生教育実施状況 

種     別 人  員 

健康教育 年２回（±０回） 延150人（35人減） 

 歯科健診指導実施状況 132,000円（±０円） 

種     別 人  員 

１歳６ヶ月児 38人（２人減） 

３歳児 33人（18人減） 

 フッ化物洗口実施状況（集団） 

実施施設数 ２か所（±０か所） 

実施人数        84人  （２人減） 

 新生児聴覚検査事業 委託料 216,700円（60,310円減） 

区     分 人  員 

受診票交付数 33人（16人減） 

受診者数 29人（７人減） 
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 電子母子手帳サービス事業（母子手帳アプリほしぞら）   

   令和６年３月末現在 登録者数 174人（33人増） 委託料 264,000円（±０円） 

 出産・子育て応援給付金事業 

種     別 人  員 支 給 額 

出産応援ギフト 32人（30人減） 1,600,000円（1,500,000円減） 

子育て応援ギフト 28人（９人減） 1,400,000円 （450,000円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
母子保健法、不妊治療費等助成条例、妊産婦健康診査実施条例、妊
産婦安心出産支援事業費補助金交付条例、出産・子育て応援給付金
支給規則、新生児聴覚検査実施規則、産後ケア事業費用助成条例 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

母子保健事業は、母子保健法により市町村が実施するよう義務付
けられているほか、「こども未来戦略」により子ども・子育て政策
の強化が必要とされている。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

不妊治療に一部健康保険が適用されたが、保険適用後の自己負
担分についても助成を行ったほか、産後ケアを新たに実施する
など、妊娠期から出産・子育てまでの母子保健事業の充実が図
られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

―

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

「こども未来戦略」を基盤に、妊娠期からの切れ目のない支援を拡充するため、令和６
年度より妊婦健診時の超音波検査の助成を拡大し、産後健診などの事業を新たに実施し
ている。また、健診や健康相談を通じて、個々のケースに合わせた伴走型の支援を行う。
支援の際には、児童課とのより綿密な情報共有・連携を継続し、包括的な支援の充実を
図る。 

拡 充 
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款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 １ 保健衛生総務費 

事 務 事 業 名 救急医療業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 7,511,359   2,700,000  4,811,359

Ｒ４ 7,500,977   3,000,000  4,500,977

増減 10,382   △300,000  310,382 

事 業 目 的  

救急医療に関する普及啓発及び日常の救急医療体制等の確保を目的とする。 

事業内容及び成果  

一次救急医療体制（在宅当番医制）の確保等の必要な事務・事業を芦別市医師会に委託するとともに、二

次救急医療体制確保のため、中空知５市５町による広域救急医療病院群輪番病院運営事業負担金を負担し、

市民の日常の医療体制が確保された。 

 地域医療確保対策事業等業務委託料      4,300,000円 - （±０円） 

 病院群輪番制運営事業費負担金        3,031,313円 （10,604円増） 

 小児救急医療支援事業費負担金         65,046円  （222円減） 

 旭川赤十字病院救命救急センター運営費負担金 115,000円   （±０円） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 救急病院等を定める厚生省令 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

救急医療に関する普及啓発及び日常の救急医療体制等の確保は、
将来にわたり安定的に維持していく必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

救急医療に関する普及啓発活動を行い、救急医療体制等の維持が
図られている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

救急医療に関する普及啓発を図るとともに、地域医療体制の確保と安定に努めていく。 継 続 
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款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 １ 保健衛生総務費 

事 務 事 業 名 食品衛生事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

食中毒の予防や食品衛生に対する意識の高揚を図り、自主衛生管理に努める。 

事業内容及び成果  

 市民及び関係機関に食中毒警報を伝達し、未然防止に努めた。 

食中毒警報発令状況（滝川保健所管内一円） 発令回数 10回（１回減） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 食品衛生法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市民に対し、食中毒予防を周知し、食品衛生に対する意識の高揚
を図り、食中毒などを未然に防止する働きかけが必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

食中毒警報が発令された際に、各種情報媒体を活用し、市民、施
設等への注意喚起を図り、未然防止に努めることができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

夏場における食中毒予防について、例年７～８月は気温が高い日が続き、連日食中毒警
報が発令されている状況であるため、令和６年度からは警報の発令に関わらず、７～８
月の２か月間は、各種情報媒体を活用し、継続した食中毒予防の注意喚起を行っていく。

継 続 
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款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ２ 予防費 

事 務 事 業 名 生活習慣病予防対策事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 14,304,839  300,000  5,000,000 9,004,839

Ｒ４ 36,970,550  370,000  10,000,000 26,600,550

増減 △22,665,711  △70,000  △5,000,000 △17,595,711

事 業 目 的  

生活習慣病等の疾病予防や市民一人ひとりの生涯を通じた健康増進を支援し、市民の健康寿命の延伸と生

活の質の向上を図る。 

事業内容及び成果  

健康相談、健康教育、各種がん（胃・肺・大腸・乳・子宮頸・前立腺）検診、各種（骨粗鬆症、肝炎ウイ

ルス）検診、健康増進法に基づく健康診査、各種健康教室、訪問指導等を実施することにより、市民の健康

維持と生活の質の向上が図られた。 

 健康診査実施状況 委託料 496,835円（461,734円減） 

① 骨粗鬆症検診 

健診機関 受診者数 

北海道対がん協会 107人（152人減） 

② Ｂ型肝炎ウイルス検診 

対象者区分 受診者数 
判 定 結 果 

陽 性 陰 性 

節 目 者(40歳) ５人（２人減） ０人（±０人） ５人（２人減） 

節目外者(41歳以上) 30人（52人減） １人（１人増） 29人（51人減） 

 ③ Ｃ型肝炎ウイルス検診 

対象者区分 受診者数 

判 定 結 果 

感染している

可能性が高い 

感染している

可能性が低い 

節 目 者(40歳) ５人（２人減） ０人（±０人） ５人（２人減） 

節目外者(41歳以上) 30人（52人減） ０人（±０人） 30人（52人減） 

 ④ 健康増進法に基づく健康診査 

健診機関 受診者数 

北海道対がん協会 15人（１人増） 

 がん検診実施状況 委託料 12,118,261円（1,499,877円減） 

① 集団 

区   分 健診機関 受診者数 要精検者数 要精検率 

胃がん検診 

北海道対 

がん協会 

544人 （37人減） 23人（８人減） 4.2％（1.1ﾎﾟｲﾝﾄ減） 

子宮頸がん検診 190人 （13人減） ４人（１人増） 2.1％（0.6ﾎﾟｲﾝﾄ増） 

乳がん検診 232人 （95人減） ６人（３人増） 2.6％（1.7ﾎﾟｲﾝﾄ増） 

肺がん検診 816人 （７人増） ８人（７人減） 1.0％（0.9ﾎﾟｲﾝﾄ減） 

大腸がん検診 885人 （26人増） 61人（７人増） 6.9％（0.3ﾎﾟｲﾝﾄ増） 

前立腺がん検診 267人 （７人減） 14人（１人増） 5.2％（0.5ﾎﾟｲﾝﾄ増） 

ア 肺がん検診受診者中65歳以上の者については、結核検診を併せて実施している。 

イ 肺がん検診受診者中65歳以上の者 558人（33人増）、結核検診要精検者 ０人（±０人） 

次頁へ続く 
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② 個別 

区   分 健 診 機 関 受診者数 要精検者数 要精検率 

子宮頸がん検診 

市立芦別病院 34人（23人減） 

１人（１人減） 
1.3％ 

（0.2ﾎﾟｲﾝﾄ減） 

神部クリニック ９人（２人減） 

旭川がん検診センター 31人（32人減） 

札幌がん検診センター ４人（皆増）  

乳がん検診 

市立芦別病院 25人（７人減） 

１人（３人減） 
1.6％ 

（1.5ﾎﾟｲﾝﾄ減） 
旭川がん検診センター 32人（７人減） 

札幌がん検診センター ５人（皆増）  

前立腺がん検診 市内５医療機関 112人（16人増） ５人（１人増） 
4.5％ 

（0.3ﾎﾟｲﾝﾄ増） 

 生活習慣改善事業実施状況 

区  分 人  員 

健康教育 572人（217人増） 

健康相談 74人 （40人減） 

訪問指導 366人（211人増） 

 栄養改善事業実施状況 

栄養指導 健 康 教 育 

一般成人 生活習慣病予防 そ の 他 

25人（８人増） 40人（40人増） 18人（18人増） 

 食生活改善協議会支援状況 

区 分 参加者数 

食生活改善推進員 研修会 延53人（31人増） 

 メンタルヘルス対策講演会実施状況 

   令和６年３月26日（火） 総合福祉センター大ホールにて実施 参加者 67人（皆増） 

 健康管理システム保守点検 

   健康管理システム保守点検委託料     1,350,360円（皆増） 

次頁へ続く
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 健康増進法、がん検診等実施条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

生活習慣病予防のための健診や各種がん検診は、健康増進法等に
より市町村に実施が義務付けられている。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

健（検）診の WEB 予約及びがん検診ハガキ送付等の受診勧奨の取
組を実施することにより、市民の健康と生活の質の向上に努め
た。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

未受診者への受診勧奨として、ハガキでの個別勧奨、企業への訪問勧奨などを継続して
実施するほか、令和６年度からは、ＳＭＳ（ショートメッセージサービス）を活用した
勧奨を行うことにより、がん検診の精密検査の受診率の向上を図る。また、若年層が将
来的な検診受診行動がとれるよう、小中学校での健康教育（がん教育）を継続して実施
していく。 

継 続 



№120 

款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ２ 予防費 

事 務 事 業 名 感染症予防対策事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 22,733,248 157,000   11,178,819 11,397,429

Ｒ４ 24,937,530 281,000   13,054,890 11,601,640

増減 △2,204,282 △124,000   △1,876,071 △204,211

事 業 目 的  

感染症に関する正しい知識の普及に努めるとともに、感染症の発症及びまん延を防止するために予防接種

等を行うことにより、公衆衛生の向上及び健康増進を図る。 

事業内容及び成果  

 ワクチン別予防接種実施状況 委託料 22,237,733円（2,042,329円減） 

予防接種法に基づく定期接種を実施したほか、任意のインフルエンザ予防接種の費用助成を行った。 

分類 ワクチン種別 接種延人数 

定期 

Ａ類 

ＢＣＧ（結核） 29人（ ２人減） 

ヒブ 123人（ ８人減） 

小児用肺炎球菌 123人（ ７人減） 

Ｂ型肝炎 87人（ 10人減） 

四種混合（百日咳・ジフテリア・破傷風・不活化ポリオ） 126人（ ６人減） 

麻しん・風しん混合 63人（ 19人減） 

水痘 61人（ ８人減） 

二種混合（ジフテリア・破傷風） 39人（ ４人減） 

日本脳炎  150人（123人減） 

ロタウイルス（１価） 54人（ ８人減） 

ロタウイルス（５価） ５人（ １人増） 

子宮頸がん予防 33人（ ７人減） 

定期 

Ｂ類 

インフルエンザ 3,072人（118人減） 

高齢者用肺炎球菌 179人（ ８人減） 

任意 インフルエンザ 472人（ 27人減） 

  定期Ａ類 ～ 集団予防が重点、努力義務あり、全額公費負担 

  定期Ｂ類 ～ 個人予防が重点、努力義務なし、 

自己負担：インフルエンザ1,000円、高齢者用肺炎球菌2,000円 

  任意のインフルエンザ予防接種費用助成～18歳未満及び妊婦を対象、自己負担1,000円 

 予防接種費用の償還払事業  

   本市が実施している定期予防接種をやむを得ない事情により、市内の医療機関で接種することができ

ず、他の市町村や市外の医療機関で接種した場合の費用を助成する。  

助成者数 １人（１人増） 助成額 38,473円（38,473円増） 

 風しんの追加的対策（令和元年度から６年度までの事業） 

   公的な予防接種を受ける機会がなかった世代の男性を対象に、抗体検査と予防接種を行った。 

   抗体検査受診者数 41人（18人減） 委託料 177,980円（116,072円減） 

予防接種者数 ６人（10人減） （委託料は に含む）

 エキノコックス症検診実施状況 

 受診者数 69人（59人減） 委託料 98,670円（84,370円減） 

次頁へ続く  



№120 
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
予防接種法、子育て応援インフルエンザ予防接種費用助成条例、 
予防接種費用の償還払に関する条例、予防接種実費徴収規則、 
北海道エキノコックス症対策実施要領、 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

予防接種法に基づく定期接種は、市町村が実施することが義務付
けられている。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

予防接種対象者に封書やハガキで接種勧奨をすることで、市民の
公衆衛生の向上及び健康増進に寄与している。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

市民等から、任意接種であり高額な帯状疱疹ワクチン接種の費
用助成について要望が出されている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

予防接種法に基づく予防接種に新型コロナワクチン接種が加わるほか、任意接種である
帯状疱疹の予防接種の助成事業を新たに実施し、予防接種施策の拡充を図り、感染症対
策を充実させる。 

拡 充 



№121

款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ２ 予防費 

事 務 事 業 名 食育推進業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 47,615     47,615

Ｒ４ 77,000     77,000

増減 △29,385     △29,385

事 業 目 的  

関係団体と連携し、食育を推進することにより、健全な食生活や食習慣を通して豊かな人間性を育む。 

事業内容及び成果  

１ 食育推進会議委員報酬 11人（7人減） 44,000円（28,000円減） 

２回開催（±０回）※うち１回書面会議 

２ 各種事業の実施状況 

家庭を中心に関係機関等がお互いに連携し、食育に関する取組を展開した。 

  また、関係機関等への食育取組調査の実施や各会議を開催し、食育の現状と課題を整理するとともに 

第４次芦別市食育推進計画（令和６年度～令和10年度）を策定した。 

 食育体験会 

区  分 実施回数 参加者 

親子おさかな料理教室 未実施 ― 

 ※料理教室は、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止 

 食育展示 

区  分 実施回数 場 所 

食育展示 １回（±０回）   図書館 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 食育基本法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

食育基本法第 10 条に基づき、市町村が区域の特性を生かした自
主的な施策を策定し、実施する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止により、一部事業は中止
となったが、各関係機関と連携し、食育に関する取組の展開や第
４次芦別市食育推進計画を策定することができた。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

地域や関係団体と連携しながら、家庭において実践的な食育が実施できるよう、取組を
進めていく。 

継 続 



№122

款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ２ 予防費 

事 務 事 業 名 健康都市宣言等事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 469,597    378,064 91,533

Ｒ４ 604,926    200,000 404,926

増減 △135,329    178,064 △313,393

事 業 目 的  

健康都市宣言を記念する各種スポーツ大会や教室を開催し、健康づくりを行うとともに、スポーツの普

及・発展・体力の増進を図る。 

事業内容及び成果  

１ 健康都市宣言事業等において、各種スポーツ大会及びイベントを開催した。 

種   目 実施期日 参加人員 

チャレンジデー2023 ５月31日(水) 6,495人(1,884人増)  

＃芦ジム 7月3日(月)～3月31日(日) 214人   (皆増)  

市民ラジオ体操会兼市民あるけあるけ運動 10月９日(月) 128人  (128人増)  

スポーツ少年団交流会 10月９日(月)  151人  (42人増)  

星の降る里あしべつ杯パークゴルフ大会 10月２日(月) 53人  (６人増)  

合   計  7,041人(2,274人増)  

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 健康都市宣言 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

健康都市宣言に基づく事業として、宣言の理念である市民に健康
で幸せな生活を送っていただくため、各種事業の実施は必要であ
る。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

健康都市宣言事業を実施したことにより、市民の健康増進に寄与
している。令和５年度より開始した♯芦ジムでは、ＩＣＴやイン
センティブを活用したことで壮年期の方も含め多くの市民が参
加し、運動習慣の定着が図られた。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

これまでの各種スポーツ大会に限らず、健康都市宣言等事業の充実強化を図るため、既
存事業の見直しや新たな事業展開を検討し、引き続き健康都市宣言にふさわしい事業を
実施する。なお、♯芦ジムについては、より多くの市民の運動習慣の定着を目指し、庁
内連携を図りながらＩＣＴの活用方法やインセンティブ内容など実施方法を検討する。

継 続 



№123

款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ２ 予防費 

事 務 事 業 名 新型コロナウイルスワクチン接種事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 30,155,353 30,155,353    

Ｒ４ 79,899,629 49,385,268    27,514,361

増減 △49,744,276 △19,229,915    △27,514,361

事 業 目 的  

予防接種法に基づき、新型コロナウイルスワクチン接種（臨時接種）を行う。 

事業内容及び成果  

１ 会計年度任用職員報酬等 ４人（±０人） 1,833,142円（841,466円減） 

２ 新型コロナウイルスワクチンの接種済者数（令和６年３月31日現在の登録者数） 

初回・追加接種別接種者数 

年齢区分 人口 

初回接種 

終了者 

(従来株)

令和４年 

秋開始接種 
（従来株＋ｵﾐｸﾛﾝ

BA.1またはBA.4/5）

令和５年 

春開始接種 
（従来株＋ｵﾐｸﾛﾝ

BA.1またはBA.4/5）

令和５年 

秋開始接種 

（ｵﾐｸﾛﾝXBB.1）

接種者数 接種率 接種者数 接種率 接種者数 接種率 接種者数 接種率

全 体 11,386人 11,133人 97.8% 8,379人 73.6% 4,899人 43.0% 4,704人 41.3%

内

訳

65歳以上 5,497人 6,049人 110.0% 5,048人 91.8% 4,120人 74.9% 3,596人 65.4%

12歳以上 

64歳以下 
5,374人 4,951人 92.1% 3,291人 61.2% 779人 14.5% 1,074人 20.0%

５歳以上 

11歳以下 
349人 125人 35.8% 40人 11.5% 0人 0% 30人 8.6%

生後６ヶ月以上

４歳以下 166人 8人 4.8% － － － － 4人 2.4%

※ 人口は、令和６年３月31日現在。 

※ 接種者数は、累計数（転出・死亡含む）。 

 ※ 令和５年春開始接種は65歳以上及び基礎疾患のある者のみ対象。 

年度別・回数別接種者数 

年度 １回目 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 ６回目 ７回目 計（延） 

Ｒ５ 7人 11人 23人 128人 755人 5,038人 3,719人 9,681人 

Ｒ４ 208人 260人 2,945人 8,707人 5,853人 － － 17,973人 

Ｒ３ 10,955人 10,863人 7,338人 － － － － 29,156人 

計 11,170人 11,134人 10,306人 8,835人 6,609人 5,039人 3,720人 56,810人 

３ ワクチン接種に係る主な経費 

 新型コロナウイルスワクチン接種事業協力員報償金  2,267,100円（ 2,241,900円減） 

 新型コロナウイルスワクチン接種委託料       9,032,694円（ 5,384,797円減） 

 出張医師報償金等                 2,900,000円 （2,800,000円増） 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 予防接種法 法定受託事務等 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
□無 

コスト縮減な

ど 

□有 
□無 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
□無 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

予防接種法の特例臨時接種としての実施は令和６年３月末日で終了となるものの、一部
の支出については繰越明許費により対応するとともに、令和６年度以降は予防接種法に
基づくＢ類疾病の定期接種として実施していく。 

終 了 



№124

款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ３ 環境衛生費 

事 務 事 業 名 斎場運営管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 25,870,577    5,632,200 20,238,377

Ｒ４ 27,333,127    5,982,600 21,350,527

増減 △1,462,550    △350,400 △1,112,150

事 業 目 的  

斎場の適正な維持管理により、円滑な火葬業務に資する。 

事業内容及び成果  

火葬炉の定期点検、修繕等の適正な維持管理及び管理業務委託業者による適正な管理運営により、円滑に

火葬業務が遂行された。 

 整備事業 

  修繕料 3,889,600円（1,549,845円減） 

・修繕内容：火葬炉部品取替修繕(１号炉)及びバーナ・安全装置交換(３号炉)等 

 斎場使用状況 

区 分 大 人 子ども 身元不明 死 胎 汚物等 

件 数 329件(12件減) １件（１件増） ０件（±０件） ０件（２件減） ３件（３件増） 

 斎場火葬業務委託料 16,060,000円（±０円） 

 その他主な経費 

  ① 需用費      4,809,335円 （48,879円減) 

  ② 役務費        85,807円  （6,084円増) 

    ③ 斎場管理業務委託料 902,000円（115,500円増) 

  ④ 斎場夜間警備委託料  95,040円（±０円) 

⑤ 庁用器具費      14,590円（皆増) 

事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 墓地、埋葬等に関する法律、火葬場条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

円滑な火葬業務の遂行のため、斎場の適切な維持管理に努める必
要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

斎場の適正な維持管理により、円滑な火葬業務を実施している。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会から、高齢者の利便性を確保するためにも、
多少経費をかけてでも存続すべき施設であるとの提言を受けて
いる。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

火葬炉周辺機器について計画的に更新するなど、上記の提言も踏まえながら、適正に施
設の維持管理を行っていく。 

継 続 



№125 

款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ３ 環境衛生費 

事 務 事 業 名 墓地運営管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 4,650,751    3,261,032 1,389,719

Ｒ４ 6,389,473    4,672,892 1,716,581

増減 △1,738,722    △1,411,860 △326,862

事 業 目 的  

墓地の計画的な修繕など、適正な維持管理を行い、市民の需要に応える。 

事業内容及び成果  

 墓地の修繕、清掃及び草刈等を実施することにより、適正な維持管理が図られた。 

 整備事業 

 修繕料 1,958,000円（748,000円減） 

・修繕内容：墓地の修繕、桜ヶ丘霊園土留壁修繕、桜ヶ丘霊園排水補修 

 桜ヶ丘霊園管理業務委託料 2,530,000円（165,000円増） 

 その他の経費 

  ① 光熱水費       38,231円（2,922円減） 

  ② 手数料        19,800円 （±０円） 

  ③ 移動トイレ借上料  104,720円（2,200円増） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 墓地、埋葬等に関する法律、墓地条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地域墓地及び霊園の適正な維持管理を行うことにより、市内・市
外の墓地使用者の需要に応えていく。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地域墓地及び霊園の適切な維持管理が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

市営合葬墓の建立について、市民からの要望を受けている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

地域墓地及び霊園の適正な維持管理を行っていく。また、市営による合葬墓の建立につ
いては、将来にわたってどのような墓地が必要なのか、その在り方を含め研究していく。

継 続 



№126 

款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ３ 環境衛生費 

事 務 事 業 名 公衆浴場確保事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 11,555,683   6,400,000  5,155,683

Ｒ４ 7,979,091   6,300,000  1,679,091

増減 3,576,592   100,000  3,476,592

事 業 目 的  

保健衛生上確保すべき公衆浴場の経営安定と廃業防止を図るため、必要な助成を行う。 

事業内容及び成果  

 芦別公衆浴場業環境衛生同業組合に対し補助金を交付することにより、経営安定と廃業防止が図られた。 

１ 公衆浴場の利用状況 

浴場名 営業日数 利用人員 

渓水湯 208日(７日減) 4,236人  (391人減)

西芦別共同浴場 257日(±０日) 5,171人(1,537人減)

頼城共同浴場 252日(３日減) 6,112人(1,024人増)

２ 補助金交付額  11,184,753円（3,417,962円増） 

浴場名 経営補助 水道基本料金補助 

渓水湯 1,650,000円(360,000円増) 124,400円(±０円) 

西芦別共同浴場 1,650,000円(360,000円増) 124,400円(±０円) 

頼城共同浴場 1,650,000円(360,000円増) 124,400円(±０円) 

※「経営補助」には令和４年度までの「廃業防止対策補助」を含む。 

浴場名 燃料購入費補助 市有施設整備補助 合  計 

渓水湯 1,644,151円(458,169円増)     3,418,551円 (818,169円増)

西芦別共同浴場 1,406,316円(381,901円増) 1,479,500円(1,185,579円増) 4,660,216円(1,927,480円増)

頼城共同浴場 1,167,136円(375,763円増) 164,450円 (63,450円減) 3,105,986円 (672,313円増)

３ その他の経費 

 消耗品費   41,450円(皆増) 

 手数料    101,200円(75,900円増) 

 西芦別共同浴場危険物地下タンク貯蔵所保守管理等委託料 199,100円(12,100円増) 

 庁用器具費 29,180円(皆増) 

次頁へ続く



№126 
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律、公衆浴場確保対
策補助金交付条例 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地域住民の保健衛生上確保すべき公衆浴場に適切な助成を行い、
経営安定と廃業防止に努める必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

公衆浴場の経営に必要な補助金を交付し、経営安定と廃業防止を
図った。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

公衆浴場の経営安定化が図られるよう、補助金の交付を継続し廃業防止に努めていく。 継 続 



№127 

款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ３ 環境衛生費 

事 務 事 業 名 環境衛生向上業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 4,491,836    264,550 4,227,286

Ｒ４ 4,896,106    277,700 4,618,406

増減 △404,270    △13,150 △391,120

事 業 目 的  

動物の死骸の回収、地域墓地の草刈等環境美化の推進等により、快適で衛生的な生活環境を確保するほか、

犬の飼養者に対しては、畜犬登録及び狂犬病予防注射を行う等の啓発活動を実施し、適正な飼養を促す。ま

た、騒音規制法第18条に基づき一般国道２路線、道道４路線及び市道２路線の計８路線の常時監視を行う。 

事業内容及び成果  

１ 環境衛生業務委託業者による動物の死骸の回収、地域墓地の草刈により、快適で衛生的な生活環境の確

保が図られた。 

 動物の死骸の回収  98件（19件増） 

 環境衛生業務委託料 1,980,000円（±０円） 

２ 犬の飼養者に対し、畜犬登録及び狂犬病予防注射を行う等により、適正な飼養を促した。 

区 分 頭  数 備  考 

野 犬 掃 と う ０頭(±０頭)  

畜 犬 登 録 483頭(19頭減) 

前年度末登録頭数 502頭 

増32頭（登録22頭・転入10頭） 

減51頭（死亡45頭・転出６頭） 

狂犬病予防注射接種件数 329件(45件減) うち市集合注射分 74件(16件減) 

３ 自動車騒音測定・評価業務委託料 2,101,000円（297,000円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 畜犬取締及び野犬掃とう条例、騒音規制法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

動物死骸や有害ごみの回収、地域墓地の草刈等の環境美化の推進
により、快適で衛生的な生活環境を確保していく必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地域墓地の環境美化の推進及び狂犬病予防注射の実施など、快適
で衛生的な生活環境の維持を図った。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

「環境生活だより」等を活用し、畜犬登録や狂犬病予防注射接種を行うなどの広報活動
により、地域の生活環境の向上を図っていく。 

継 続 



№128 

款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ４ 諸費 

事 務 事 業 名 他会計繰出等事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 739,885,592    279,856 739,605,736

Ｒ４ 689,850,592    279,856 689,570,736

増減 50,035,000     50,035,000

事 業 目 的  

各事業会計の安定的な運営のため繰出金を拠出する。 

事業内容及び成果  

下記の事業会計に繰出金を拠出した。 

 病院事業会計 614,521,000円（50,045,000円増） 

 水道事業会計 125,364,592円  （10,000円減） 

   （水道事業会計は、旧西芦別地区簡易水道事業特別会計分124,321,740円を含む。） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方公営企業繰出基準 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

― 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

― 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

■有 
□無 

病院事業会計に対する繰出金のうち経営支援に係る補助金（基
準外繰出金）について、資金ショートを回避し病院事業の安定
運営に資するため、最小限の財政支援を行っている。 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

― 評価対象外 

※地方公営企業繰出基準に基づく繰出金拠出のため、評価対象外とした。 



№129 

款 ４ 衛生費 項 １ 保健衛生費 目 ４ 諸費 

事 務 事 業 名 身寄りのない者の埋葬及び火葬業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 345,900     345,900

Ｒ４ 224,550     224,550

増減 121,350     121,350

事 業 目 的  

 身寄りのない者の埋葬及び火葬を円滑に行う。 

事業内容及び成果  

墓地、埋葬等に関する法律第９条に基づき、遺体の埋葬及び火葬を行う者がいない遺体（行旅死亡人を除

く）について、葬儀及び火葬を執り行った。 

葬儀及び火葬件数 ２件(１件増) 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 墓地、埋葬等に関する法律 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

墓地、埋葬等に関する法律第９条に基づき、死体の埋葬又は火葬
を行う者がいない遺体について、市長が葬儀及び火葬を執り行う
必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

墓地、埋葬等に関する法律第９条に基づき、適切に葬儀及び火葬
を執り行った。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

必要に応じて適切に対応していく。 継 続 



№130 

款 ４ 衛生費 項 ２ 清掃費 目 １ ごみ処理費 

事 務 事 業 名 ごみ収集事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 115,317,892   13,300,000 8,743,871 93,274,021

Ｒ４ 100,189,773    8,303,939 91,885,834

増減 15,128,119   13,300,000 439,932 1,388,187

事 業 目 的  

適正な収集業務の実施により、清潔な生活環境を確保し、環境衛生の向上を図る。 

事業内容及び成果  

ごみ収集車の適正な補修、更新及びごみ収集業務委託業者による適正な収集業務の実施により、清潔な生

活環境の確保が図られた。 

 ごみ収集状況 

区       分 内  容 

収 集 世 帯 数 6,777世帯(109世帯減) 

収 集 人 口 11,404人  (386人減) 

一 般 ご み 3,284.3ｔ  (59.3ｔ増) 

生 ご み 603.6ｔ  (43.4ｔ減) 

資 源 ご み  619.8ｔ  (1.0ｔ増) 

 空き缶（スチール缶） 10.7ｔ  (8.5ｔ減) 

空き缶（アルミ缶） 25.7ｔ  (3.4ｔ増) 

ペットボトル 64.1ｔ  (13.7ｔ増) 

ガラスびん（無色） 43.8ｔ  (1.6ｔ増) 

ガラスびん（茶色） 42.5ｔ  (10.4ｔ減) 

ガラスびん（その他の色） 10.4ｔ  (7.9ｔ減) 

紙パック 3.4ｔ  (0.2ｔ減) 

プラスチック製容器包装 128.1ｔ    (3.4ｔ減) 

紙製容器包装 39.6ｔ  (7.5ｔ増) 

段ボール 93.9ｔ  (0.9ｔ増)  

新聞 115.8ｔ  (4.0ｔ増) 

雑誌 32.3ｔ  (0.5ｔ増) 

発泡スチロール 2.5ｔ  (0.8ｔ増) 

古着 2.0ｔ  (0.4ｔ減) 

小型家電 5.0ｔ  (0.6ｔ減) 

ごみ収集量計 4,507.7ｔ  (16.9ｔ増) 

 ごみ収集業務委託料    94,748,610円（49,610円増） 

 機械器具費（債務負担分） 14,190,000円（皆増） 

   ごみ収集車（パッカー車）１台の更新を行った。 

 その他主な経費 

  ① 燃料費            5,476,922円（291,509円増） 

  ② 自動車借上料           764,280円（458,920円増） 

  ③ 手数料              68,850円（皆増） 

次頁へ続く
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、廃棄物の減量及び処理に関
する条例 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

収集計画に基づき円滑に収集することにより、清潔な生活環境を
確保し、環境衛生の向上を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

適正な収集業務の実施により、清潔な生活環境の維持に努めた。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

収集の支障とならぬようごみ収集車の計画的な更新と適正な維持管理に努めていく。ま
た、衛生管理上問題のあるごみステーションについては、近隣住民に対して分別収集に
関する啓発を行っていく。 

継 続  



№131 

款 ４ 衛生費 項 ２ 清掃費 目 １ ごみ処理費 

事 務 事 業 名 ごみ減量化推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 36,460     36,460

Ｒ４ 61,380     61,380

増減 △24,920     △24,920

事 業 目 的  

一般廃棄物の減量化の推進、適正な処理、資源化及び再使用の促進を図る。 

事業内容及び成果  

１ 廃棄物減量等推進会議委員報酬  ９人（１人増） 36,000円（24,000円減） 

            費用弁償  １人（１人減）   460円  （920円減） 

２ 廃棄物減量等推進会議の開催状況 

開催回 参加委員数 会議内容 

第１回（11月14日） ９人 環境審議会と廃棄物減量等推進会議の統合について 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 廃棄物の減量及び処理に関する条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

一般廃棄物の減量化の推進、適正処理、資源化及び再使用を促進
する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

一般廃棄物の減量化の推進等を効果的に進めていくため、同種会
議体である環境審議会との統合を図った。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

ごみ減量化推進事業については、環境審議会運営事務に統合して実施していくため終
了。 

終 了 



№132 

款 ４ 衛生費 項 ２ 清掃費 目 １ ごみ処理費 

事 務 事 業 名 ごみ処理センター運営管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 66,523,883   16,500,000 25,955,741 24,068,142

Ｒ４ 52,046,881    29,488,441 22,558,440

増減 14,477,002   16,500,000 △3,532,700 1,509,702

事 業 目 的  

一般廃棄物（一般・粗大ごみ）を埋立処分するため、ごみ処理センターの適正な維持管理を行う。 

事業内容及び成果  

施設の適正な運営管理と設備の適正な維持管理により、一般廃棄物の埋立処分が円滑に遂行された。 

 一般廃棄物処理状況  ごみ処理センター搬入量 3,284.3ｔ（59.3ｔ増） 

 動物焼却炉利用状況 

区 分 10kg未満 10kg以上 合 計 

犬 29件 (±０件) ５件(±０件) 34件 (±０件) 

猫 60件 (15件増) ０件(±０件) 60件（15件増) 

その他 ５件 (±０件) ０件(±０件) ５件 (±０件) 

合計 94件 (15件増) ５件(±０件) 99件 (15件増) 

 ごみ処理センター管理業務委託料 36,630,000円（±０円） 

 機械器具費（ごみ処理センター水処理機器装置） 16,500,000円（皆増） 

   シーケンサー１台およびＰＨ計４台を更新した。 

 その他主な経費 

  ① 燃料費        3,848,019円（884,625円増） 

  ② 光熱水費       2,885,939円（198,197円減） 

  ③ 場内除雪業務委託料  1,310,430円 （78,430円増） 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、廃棄物の減量及び処理に関
する条例 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

一般廃棄物を埋立処分するため、ごみ処理センターの適正な維持
管理を行う必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

ごみ処理センターの適正な管理により、一般廃棄物の埋立処分が
円滑に実施できた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

施設の適正な維持管理に努めていく。 継 続 



№133 

款 ４ 衛生費 項 ２ 清掃費 目 １ ごみ処理費 

事 務 事 業 名 ごみ処理事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 67,450,847    14,039,629 53,411,218

Ｒ４ 53,505,239   9,500,000 12,795,999 31,209,240

増減 13,945,608   △9,500,000 1,243,630 22,201,978

事 業 目 的  

ごみを適正に処理するため、指定専用袋の作成・配送・保管、ごみステーションの設置補助、生ごみの広

域共同処理を行い、円滑なごみ処理事業に資する。 

事業内容及び成果  

 適正な指定専用袋の作成・配送・保管、コンポスト及びごみステーションに対する設置補助、３市２町に 

よる生ごみの広域共同処理の継続により、円滑にごみ処理事業が遂行された。 

 生ごみ処理状況  リサイクリーン搬入量     603.6ｔ（43.4ｔ減） 

 コンポスト購入補助金     11個（５個減） 31,900円（12,000円減） 

 電動生ごみ処理機購入補助金  ２個（２個増） 40,000円（40,000円増） 

 ごみステーション購入補助金 大１個（±０個）  小26個（±０個） 635,250円（28,050円減） 

 中空知衛生施設組合負担金 52,868,000円（12,406,000円増） 

 その他主な経費 

  ① 消耗品費                    8,907,210円（957,620円増） 

  ② 手数料                     1,499,762円（514,877円増） 

  ③  指定専用袋交付及びごみ処理手数料収納業務委託料 2,742,399円 （33,660円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、廃棄物の減量及び処理に関
する条例 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければな

らない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

ごみを適正に処理するため、指定専用袋の作成・配送・保管、
ごみステーションの設置補助、生ごみの広域共同処理など、円
滑なごみ処理事業を行う必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図ら

れているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

指定専用袋の作成・配送・保管、ごみステーションの設置補助、
生ごみの広域共同処理により、円滑なごみ処理事業を行った。
また、高齢者世帯や単身世帯を考慮し、少ない容量のごみ袋を
新たに追加したことにより、市民の利便性の向上を図った。 

3. 要望 
（市民・団体等からの要

望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

コンポスト購入補助金制度をはじめ、ごみ減量化及び資源化について広報紙等により周
知を図りながら事業を実施していく。 

継 続 



№134 

款 ４ 衛生費 項 ２ 清掃費 目 １ ごみ処理費 

事 務 事 業 名 資源ごみリサイクル推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 22,140,212    13,379,797 8,760,415

Ｒ４ 20,362,048    13,517,030 6,845,018

増減 1,778,164    △137,233 1,915,397

事 業 目 的  

資源ごみ保管施設の適正な維持管理を行い、資源ごみをリサイクルし、ごみの減量化を図る。 

事業内容及び成果  

施設・設備の修繕等の適正な維持管理及び運営管理事務の実施により、資源の有効活用、ごみの減量化に

努めた。 

 資源ごみ保管施設搬入量        620.8ｔ（2.0ｔ増） 

 資源ごみ保管施設管理業務委託料 14,520,000円（±０円) 

 機械器具費(フォークリフト購入)  1,865,600円（皆増) 

 その他主な経費 

① 消耗品費             800,304円（410,080円増） 

② 光熱水費            1,273,355円 ( 60,598円減) 

③ 資源ごみ処理業務委託料     1,798,500円 ( 49,500円増) 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、廃棄物の減量及び処理に関
する条例 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

資源ごみ保管施設の維持管理を行い、資源ごみの有効活用を推進
し、ごみの減量化を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

適正な維持管理により、資源の有効活用やごみの減量化に努め
た。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

さらなる埋立ごみの減量化を図るため、新たなリサイクル資源を検討するとともに、施
設の適正管理、設備の計画的な更新を行っていく。 

継 続 



№135 

款 ４ 衛生費 項 ２ 清掃費 目 ２ し尿処理費 

事 務 事 業 名 し尿収集事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 28,109,440    10,842,825 17,266,615

Ｒ４ 57,630,362   28,900,000 11,741,674 16,988,688

増減 △29,520,922   △28,900,000 △898,849 277,927

事 業 目 的  

し尿収集計画に基づき適正に収集することにより、清潔な生活環境を確保し、環境衛生の向上を図る。 

事業内容及び成果  

し尿収集車の適正な管理及び収集業務の実施により、清潔な生活環境が確保された。 

 し尿収集状況                 

区  分 内   容 

収集世帯数 569世帯（33世帯減） 

収 集 人 口 1,760人 （119人減）  

年間収集量 2,072k  （114k 減）  

 し尿収集業務委託料  24,816,000円（±０円） 

 その他主な経費 

① 燃料費 1,474,148円（65,011円減） 

② 手数料 1,531,708円（15,061円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、石狩川流域下水道組合規約 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

し尿収集計画に基づき適正に収集することにより、清潔な生活環
境を確保し、環境衛生の向上を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

収集業務の適正な実施により、生活環境の確保を図っている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

し尿収集車の適正な管理に努めながら、収集事業を実施していく。 継 続 



№136 

款 ４ 衛生費 項 ２ 清掃費 目 ２ し尿処理費 

事 務 事 業 名 し尿処理事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 13,016,564    5,032,469 7,984,095

Ｒ４ 11,232,210    4,657,312 6,574,898

増減 1,784,354    375,157 1,409,197

事 業 目 的  

し尿を適正に処理することにより、清潔な生活環境の確保及び環境衛生の向上を図る。    

事業内容及び成果  

し尿を全て奈井江浄化センターに搬入し、適正に処理した。 

 奈井江浄化センター 搬入量 2,072k    （114k 減） 

 し尿処理（ＭＩＣＳ）事業負担金 12,752,564円（1,520,354円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、石狩川流域下水道組合規約 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

石狩川流域下水道組合による共同処理事業に参加し、清潔な生
活環境を確保することにより、環境衛生の向上を図る必要があ
る。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

し尿の適正な処理により、生活環境の確保を図っている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

―

コスト縮減な
ど 

□有
■無 

―

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

広域での共同処理事業を円滑に進めていく。 継 続 


